
　

【表紙】 　

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成25年11月12日

【四半期会計期間】 第67期第３四半期(自 平成25年７月１日 至 平成25年９月30日)

【会社名】 株式会社共和電業

【英訳名】 KYOWA ELECTRONIC INSTRUMENTS CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 星 淑 夫

【本店の所在の場所】 東京都調布市調布ヶ丘３丁目５番地１

【電話番号】 042(488)1111 (大代表)

【事務連絡者氏名】 取締役経営管理本部長 田 中 義 一

【最寄りの連絡場所】 東京都調布市調布ヶ丘３丁目５番地１

【電話番号】 042(488)1111 (大代表)

【事務連絡者氏名】 取締役経営管理本部長 田 中 義 一

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

　 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　 　

　 　

　

EDINET提出書類

株式会社共和電業(E01921)

四半期報告書

 1/17



第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第66期
第３四半期
連結累計期間

第67期
第３四半期
連結累計期間

第66期

会計期間
自 平成24年１月１日
至 平成24年９月30日

自 平成25年１月１日
至 平成25年９月30日

自 平成24年１月１日
至 平成24年12月31日

売上高 (千円) 9,386,126 9,995,915 13,354,752

経常利益 (千円) 609,004 1,123,246 1,088,247

四半期(当期)純利益 (千円) 318,100 733,121 601,434

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 353,343 870,810 685,462

純資産額 (千円) 8,740,184 9,818,911 9,092,678

総資産額 (千円) 17,012,517 18,645,184 17,603,207

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 12.78 29.11 24.13

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 51.4 52.7 51.7

　

回次
第66期
第３四半期
連結会計期間

第67期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成24年７月１日
至 平成24年９月30日

自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 0.54 6.65

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

  また、主要な関係会社についても異動はありません。

 なお、当第３四半期会計期間において、アジア地域におけるビジネス拡充の一環として、マレーシアに販売会社

「KYOWA DENGYO MALAYSIA SDN. BHD.」(非連結子会社)を設立しております。

 この結果、平成25年９月30日現在では、当社グループは、当社、連結子会社８社、非連結子会社１社及び関連会

社１社により構成されることとなりました。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

(1)経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済対策や金融緩和等の政策、いわゆる「アベノ

ミクス」の影響による円安相場の安定により、輸出関連企業を中心とした企業収益の回復や消費マインドの改善な

ど、景気回復の兆しが見られる状況となりましたが、中国等の新興国経済の減速や、アメリカの経済動向、消費税

引き上げなど、景気全体の先行きについては依然として不透明感が残っております。

　計測機器業界におきましては、輸出企業を中心に設備投資の増加傾向が見られ、徐々に需要が回復しているもの

の、全体としては、本格的な回復には至っていない状況が続いております。

　このような事業環境のなか、当企業グループは、平成25年度を初年度とする「第４次中期経営計画」を策定し、

新たな事業領域の開拓とグローバルビジネスの拡充をはかる各種施策の取り組みを開始いたしました。

 当第３四半期連結累計期間における受注高は、一部企業の設備投資の回復などにより、11,427百万円（前年同期

比12.1％増）となりました。また、売上高につきましても、9,995百万円（前年同期比6.5％増）となりました。

　 収益につきましては、売上高の増収と、製品の採算性向上により、営業利益は1,071百万円（前年同期比73.3％

増）、経常利益は1,123百万円（前年同期比84.4％増）、四半期純利益は733百万円（前年同期比130.5％増）と前年

同期に比べそれぞれ大幅な増益となりました。　

 セグメント別の状況は、次のとおりであります。

①計測機器セグメント

 センサ及び測定器等の製品販売につきましては、自動車関連の製造業を中心とした設備投資の回復により、売上

高は8,412百万円（前年同期比8.1％増）となりました。

　保守・修理業務につきましては、保守・点検業務が減少したものの、機器修理については堅調に推移し、売上高

は609百万円（前年同期比1.3％増）となりました。

　以上その他を含め、計測機器セグメントにつきましては、売上高は9,021百万円（前年同期比7.6％増）となりま

した。また、セグメント利益（売上総利益）は3,778百万円（前年同期比17.4％増）となりました。

②コンサルティングセグメント

　コンサルティングセグメントにつきましては、ダムの安全性を計測するセンサ設置等のダム関連分野は堅調に推

移したものの、インフラ関連工事等が低調であったため、売上高は974百万円（前年同期比2.6％減）となりまし

た。また、セグメント利益（売上総利益）は344百万円（前年同期比21.1％増）となりました。　
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(2)財政状態の分析

(資産の部)

　当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、18,645百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,041百万円の

増加となりました。

　流動資産につきましては、12,585百万円となり、前連結会計年度末に比べ892百万円の増加となりました。その主

な要因は、現金及び預金が838百万円、たな卸資産が675百万円それぞれ増加し、受取手形及び売掛金が835百万円減

少したことによるものであります。

　固定資産につきましては、6,059百万円となり、前連結会計年度末に比べ149百万円の増加となりました。その主

な要因は、投資その他の資産が99百万円増加したことによるものであります。

 (負債の部)

　当第３四半期連結会計期間末における負債合計は、8,826百万円となり、前連結会計年度末に比べ315百万円の増

加となりました。

　流動負債につきましては、5,921百万円となり、前連結会計年度末に比べ889百万円の増加となりました。その主

な要因は短期借入金が370百万円、未払法人税等が113百万円、賞与引当金が385百万円、それぞれ増加したことによ

るものであります。

　固定負債につきましては、2,904百万円となり、前連結会計年度末に比べ574百万円の減少となりました。その主

な要因は、長期借入金が541百万円減少したことによるものであります。

 (純資産の部)

　当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は、9,818百万円となり、前連結会計年度末に比べ726百万円の増加と

なりました。その主な要因は、利益剰余金が532百万円、その他有価証券評価差額金が106百万円それぞれ増加した

ことによるものであります。

　

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に需要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　

(4)研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は651百万円であります。なお、当第３四半期連結累計期間にお

いて当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 99,570,000

計 99,570,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 25,758,800 25,758,800
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数
1,000株

計 25,758,800 25,758,800 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

       該当事項はありません。　

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

       該当事項はありません。　

　

(4) 【ライツプランの内容】

       該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 
(千円)

資本金残高
 
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年７月１日～
平成25年９月30日

― 25,758,800 ― 1,309,440 ― 1,344,609

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、該当事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができませんので、直前の基準日(平成25年６月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成25年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式     44,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

25,618,000
25,618 ―

単元未満株式
普通株式

96,800
― ―

発行済株式総数 25,758,800 ― ―

総株主の議決権 ― 25,618 ―

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式のうち、475,000株(議決権の数475個)につきましては、「株式給

付信託(従業員持株会処分型)」を導入したことに伴い、資産管理サービス信託銀行株式会社が所有しているも

のであります。

    ２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式897株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成25年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社共和電業
東京都調布市調布ヶ丘
３－５－１

44,000 ― 44,000 0.17

計 ― 44,000 ― 44,000 0.17

 (注)平成25年９月30日現在の自己株式数は、44,897株であります。

　

２ 【役員の状況】

    該当事項はありません。　
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成25年７月１日から平成

25年９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年１月１日から平成25年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,755,640 4,594,613

受取手形及び売掛金
※１ 5,031,709 4,196,304

商品及び製品 732,165 928,455

仕掛品 676,419 1,140,750

未成工事支出金 32,432 63,185

原材料及び貯蔵品 1,182,321 1,166,149

その他 285,922 499,339

貸倒引当金 △3,565 △2,823

流動資産合計 11,693,044 12,585,974

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,501,067 2,402,544

その他（純額） 1,335,070 1,461,883

有形固定資産合計 3,836,137 3,864,427

無形固定資産 94,597 115,684

投資その他の資産

その他 1,981,705 2,080,984

貸倒引当金 △2,278 △1,887

投資その他の資産合計 1,979,427 2,079,097

固定資産合計 5,910,163 6,059,209

資産合計 17,603,207 18,645,184

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,359,118 1,362,339

短期借入金 1,080,000 1,450,000

未払法人税等 248,637 362,560

賞与引当金 164,930 550,635

役員賞与引当金 29,450 26,452

その他 2,149,509 2,169,549

流動負債合計 5,031,645 5,921,537

固定負債

長期借入金 891,761 350,059

退職給付引当金 2,426,775 2,376,085

役員退職慰労引当金 127,821 122,565

資産除去債務 11,687 11,861

その他 20,837 44,162

固定負債合計 3,478,883 2,904,735

負債合計 8,510,529 8,826,272
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,309,440 1,309,440

資本剰余金 1,344,609 1,351,589

利益剰余金 6,476,086 7,008,513

自己株式 △174,420 △125,282

株主資本合計 8,955,714 9,544,259

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 119,619 226,459

為替換算調整勘定 17,344 48,193

その他の包括利益累計額合計 136,963 274,652

純資産合計 9,092,678 9,818,911

負債純資産合計 17,603,207 18,645,184
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年９月30日)

売上高 9,386,126 9,995,915

売上原価 5,884,534 5,873,348

売上総利益 3,501,592 4,122,567

販売費及び一般管理費 2,883,006 3,050,816

営業利益 618,585 1,071,751

営業外収益

受取利息 3,275 6,169

受取配当金 20,164 18,440

為替差益 － 46,333

その他 27,473 28,463

営業外収益合計 50,913 99,407

営業外費用

支払利息 42,430 34,252

その他 18,064 13,658

営業外費用合計 60,494 47,911

経常利益 609,004 1,123,246

特別利益

投資有価証券売却益 3,881 3,750

特別利益合計 3,881 3,750

特別損失

投資有価証券評価損 26,368 －

固定資産除却損 5,251 －

特別損失合計 31,620 －

税金等調整前四半期純利益 581,266 1,126,996

法人税、住民税及び事業税 349,192 564,579

法人税等調整額 △86,027 △170,704

法人税等合計 263,165 393,875

少数株主損益調整前四半期純利益 318,100 733,121

四半期純利益 318,100 733,121
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 318,100 733,121

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 36,016 106,839

為替換算調整勘定 △773 30,848

その他の包括利益合計 35,242 137,688

四半期包括利益 353,343 870,810

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 353,343 870,810
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【継続企業の前提に関する事項】

  該当事項はありません。

　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

 該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成25年１月１日以後取得した

有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

 なお、この変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

 なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が、前連結会

計年度末残高に含まれております。

　

　
前連結会計年度
(平成24年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

受取手形 122,917千円 ―

　

　

(四半期連結損益計算書関係)

    該当事項はありません。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

     当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

 なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりで

あります。

　

　
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年１月１日
至 平成24年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
至 平成25年９月30日)

減価償却費 274,442千円 284,096千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成24年１月１日 至 平成24年９月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年３月29日
定時株主総会

普通株式 205,737 8 平成23年12月31日 平成24年３月30日 利益剰余金

(注)配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金7,528千円を含めております。

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自 平成25年１月１日 至 平成25年９月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年３月28日
定時株主総会

普通株式 205,719 8 平成24年12月31日 平成25年３月29日 利益剰余金

(注)配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金5,024千円を含めております。

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成24年１月１日 至 平成24年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　            (単位：千円)

　

報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額
 

計測機器
コンサル
ティング

計

売上高 　 　 　 　 　

 外部顧客への売上高 8,385,501 1,000,625 9,386,126 ― 9,386,126

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

― ― ― ― ―

計 8,385,501 1,000,625 9,386,126 ― 9,386,126

セグメント利益 3,217,125 284,466 3,501,592 ― 3,501,592

 （注）セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の売上総利益の金額と一致しております。

　

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成25年１月１日 至 平成25年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　            (単位：千円)

　

報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額
 

計測機器
コンサル
ティング

計

売上高 　 　 　 　 　

 外部顧客への売上高 9,021,133 974,782 9,995,915 ― 9,995,915

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

― ― ― ― ―

計 9,021,133 974,782 9,995,915 ― 9,995,915

セグメント利益 3,778,027 344,540 4,122,567 ― 4,122,567

 （注）セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の売上総利益の金額と一致しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。なお、「普通株式の期中平均株

式数」は、株式給付信託口が所有する当社株式を自己株式数に含めて算定しております。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年１月１日
至 平成24年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
至 平成25年９月30日)

   １株当たり四半期純利益金額 12.78円 29.11円

    (算定上の基礎) 　 　

   四半期純利益金額(千円) 318,100 733,121

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 318,100 733,121

   普通株式の期中平均株式数(千株) 24,888 25,182

(注)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士   鈴   木   真 一 郎   印

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士   大   和   哲   夫   印

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士   鳥   羽   正   浩   印

独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成25年11月12日

株式会社共和電業

取締役会  御中

　

　

　

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株
式会社共和電業の平成25年１月１日から平成25年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間
(平成25年７月１日から平成25年９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年１月１日から平成25
年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、
四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務
諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実
施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社共和電業及び連結子会社の平成25
年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して
いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

株式会社共和電業(E01921)

四半期報告書

17/17


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第３四半期連結累計期間
	継続企業の前提に関する事項
	連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更
	会計方針の変更等
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

